














法務省民二第４６５号

令 和 ４ 年 ３ 月 ２ ８ 日

経済産業省資源エネルギー庁長官 殿

法務省民事局長

( 公 印 省 略 )

電気事業法等の一部を改正する等の法律附則第４８条の規定に基づく登

録免許税の免税に係る証明書の様式について（回答）

本月１４日付け２０２２０３０９資庁第５号をもって照会のありました標記

の件については、貴見のとおり取り扱われて差し支えありません。

なお、この旨を法務局長及び地方法務局長に通知しましたので、申し添えま

す。




